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都 道 府 県 

各  指 定 都 市  ひとり親家庭施策担当部局  御中 

中 核 市 

 

 

                    厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

母子家庭等自立支援室 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた 

ひとり親家庭等への支援について（その２） 

 

 

平素より、ひとり親家庭等支援の推進にご尽力いただき厚く御礼申し上げます。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえたひとり親家庭等への支援について

は、令和２年９月 11 日付けの事務連絡（「新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏

まえたひとり親家庭の等への支援について」）において、改めてお示ししているところ

です。 

同事務連絡において、「国による支援施策や各自治体における独自の支援施策をまと

めて行政側からひとり親家庭等へ積極的に働きかけを行うなど取組を進めていただく

よう」お願いさせていただいていたところですが、今般、各都道府県・指定都市・中核

市における取組に資するべく、厚生労働省において複数の自治体に聞き取り調査を行

い、各自治体におけるひとり親家庭等に対する相談支援の取組例及びひとり親家庭等へ

の相談支援等に活用可能な国庫補助事業について、別添１のとおりとりまとめました。

各都道府県・指定都市・中核市におかれては、これらの取組を参照いただき、ひとり親

家庭等の実情を把握するとともに、必要な支援を行っていただきますようお願いいたし

ます。 

また、別添２のとおり、ひとり親家庭等に対する支援施策をまとめたリーフレットの

サンプルを作成しましたので、必要に応じてご活用いただき、積極的に働きかけを行っ

ていただきますようお願いいたします。 

なお、各都道府県におかれては、管内市町村（指定都市・中核市を除き、特別区を含

む。）に対し周知いただくとともに、市町村の窓口においても、必要な支援をご紹介い

ただくなどの対応を行っていただくよう、周知願います。 

 

  



別添１ 

 

各自治体におけるひとり親家庭等に対する相談支援の取組例等 

 

１．各自治体におけるひとり親家庭等に対する相談支援の取組例 

（１）ＳＮＳを活用した情報発信（横浜市） 

  ・ ＬＩＮＥに公式チャンネル（ひとり親サポートよこはま）を開設し、ひと

り親家庭等の各種相談窓口やひとり親サロンなど各種イベントの広報啓発を

実施。 

 

（２）ひとり親家庭等のニーズに応じた夜間相談（横浜市） 

  ・ 就労等により、日中の相談に来られないひとり親家庭のニーズに応えるた

め、事前予約制で平日 20 時 30 分までに相談支援を実施。 

 

（３）リーフレットの訪問配付（滋賀県） 

  ・ ひとり親家庭等の福祉に理解と熱意を有する者等を「ひとり親家庭福祉推

進員」として県知事が委嘱。 

  ・ 児童扶養手当の申請時に、「ひとり親家庭福祉推進員」による支援を紹介

し、本人の希望を確認。 

  ・ 「ひとり親家庭福祉推進員」は、希望のあったひとり親家庭等に対して、

年３回、家庭を訪問し、「ひとり親家庭サポート定期便（支援施策等に関す

るリーフレット）」を配付するとともに、家庭の状況を確認し、必要に応じ

て相談支援を実施。直近の 2020 年夏号では、新型コロナウイルス感染症の影

響に対する支援の一覧や相談窓口等を掲載（参考資料１参照）。 

 

（４）ひとり親家庭等への訪問支援（名古屋市） 

  ・ 「ひとり親家庭応援専門員」を採用。 

  ・ 児童扶養手当の現況届の用紙を送付する際に、｢お困りごと相談票（仕事や

生活、子育てに関する悩み事を把握する調査票）｣（参考資料２参照）を同封。 

・ ｢お困りごと相談票｣より相談内容を分析し、対応策を検討した上で、家庭

訪問等による相談支援など必要な支援を実施。 

 

（５）転入時や離婚時におけるリーフレットの配付（豊島区） 

  ・ 住民部門に「ひとり親家庭のサポートガイド（ひとり家庭等への支援に関

するリーフレット）」（参考資料３参照）を配置し、転入されたひとり親家庭等

への情報発信を実施。 

  ・ 離婚届けを受理する際に「ひとり親家庭のサポートガイド」を配付し、ひ

とり親家庭等になる方への情報発信を実施。 



 

２．ひとり親家庭等への相談支援等に活用可能な国庫補助事業 

（１）感染防止に配慮したひとり親家庭等相談支援体制強化事業【令和２年度第２

次補正予算】 

  ・ 各種支援施策の申請手続等に関する相談を集中的に受け付けるコールセン

ター等の開設や、通信機能を備えたタブレット端末等の購入、ＳＮＳ等を活

用した相談窓口の開設費用等に活用が可能。 

  ・ 令和２年９月 11 日付け事務連絡においてお示ししたように、国による支援

施策や各自治体における独自の支援施策の周知に要する費用なども補助の対

象であり、別添２でサンプルをお示ししたような「ひとり親家庭等に対する

支援施策をまとめたリーフレット」の作成や印刷、ひとり親家庭等への郵送

に係る経費にも活用が可能。 

実施主体：都道府県、指定都市、中核市、市（特別区含む）、 

福祉事務所設置町村 

     ※母子・父子福祉団体などの民間団体に委託することも可 

補助単価：１自治体当たり 1,000 千円 

補 助 率：国１／２、 

都道府県・指定都市・中核市・市・福祉事務所設置町村１／２ 

 

（２）ひとり親家庭等生活支援事業（相談支援事業） 

  ・ 育児や家事、健康管理等の生活一般に係る相談に応じ、必要な助言・指導

や各種支援策の情報提供を行う場合等に活用が可能。 

     なお、地域の実情に応じて、地域の民間団体の活用等による訪問・出張相

談、同行支援や継続的な見守り支援を行うことも可能。 

  ・ 国による支援施策や各自治体における独自の支援施策の周知に要する費用

なども補助の対象であり、別添２でサンプルをお示ししたような「ひとり親

家庭等に対する支援施策をまとめたリーフレット」の作成や印刷、ひとり親

家庭等への郵送に係る経費にも活用が可能。 

実施主体：都道府県、指定都市、中核市、市町村（特別区含む） 

     ※母子・父子福祉団体などの民間団体に委託することも可 

補助単価：１自治体当たり 11,341 千円 

     ※出張・訪問相談等を行う場合は上記に加え、4,265 千円 

補 助 率：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２ 

     国１／２、都道府県１／４、市町村１／４ 

 



（３）ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口の強化事業 

  ・ 「就業支援専門員」を配置し、就業支援の専門性と体制を確保するほか、

メール、ＳＮＳなどを活用したひとり親家庭等への支援施策の周知や、様々

な課題について相談できる集中相談事業を実施する場合等に活用が可能。 

  ・ 国による支援施策や各自治体における独自の支援施策の周知に要する費用

なども補助の対象であり、別添２でサンプルをお示ししたような「ひとり親

家庭等に対する支援施策をまとめたリーフレット」の作成や印刷、ひとり親

家庭等への郵送に係る経費にも活用が可能。 

実施主体：都道府県、指定都市、中核市、市（特別区含む）、 

福祉事務所設置町村 

     ※母子・父子福祉団体などの民間団体に委託することも可 

補助単価：就業支援専門員の配置による相談窓口の強化 

１か所当たり 5,000 千円（事業を実施する相談窓口設置か所数ごと）     

集中相談の実施による相談窓口の強化 

１か所当たり 3,100 千円（事業を実施する相談窓口設置か所数ごと） 

補 助 率：国１／２、 

都道府県・指定都市・中核市・市・福祉事務所設置町村１／２ 

 

（４）母子家庭等就業・自立支援事業（広報啓発・広聴、ニーズ把握活動等事業） 

  ・ 地域の特性を踏まえた広報啓発活動や支援施策に係るニーズ調査を実施す

るほか、メールやＳＮＳを活用し地域の特性を踏まえた広報啓発活動を実施

する場合に活用が可能。 

  ・ 国による支援施策や各自治体における独自の支援施策の周知に要する費用

なども補助の対象であり、別添２でサンプルをお示ししたような「ひとり親

家庭等に対する支援施策をまとめたリーフレット」の作成や印刷、ひとり親

家庭等への郵送に係る経費にも活用が可能。 

実施主体：都道府県、指定都市、中核市、市（特別区含む）、 

福祉事務所設置町村 

     ※母子・父子福祉団体などの民間団体に委託することも可 

補助単価：１センター当たり 2,200 千円 

補 助 率：国１／２、 

都道府県・指定都市・中核市・市・福祉事務所設置町村１／２ 

 

※ いずれの事業も「母子家庭等対策総合支援事業」のメニュー事業 

 



※ 母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金執行スケジュール 

 

・令和２年 10 月２日 交付申請（変更交付申請含む。）締切 

※令和２年 11 月下旬頃に交付決定予定 

 

・令和３年１月頃   変更交付申請締切 

※令和３年２月頃に変更交付決定予定 

 

  照会先：（１）・（２）関係 生活支援係 03-5253-1111（内線：4887） 

（３）・（４）関係 就業支援係 03-5253-1111（内線：4888） 

  



参考資料１  



  



参考資料２ 

  



  



参考資料３ 

  



 

 

  



別添２ 

 

 

ひとり親家庭等に対する支援施策をまとめたリーフレット（サンプル） 

 

 

 令和２年９月 11 日付けの事務連絡（「新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏ま

えたひとり親家庭の等への支援について」）において、厚生労働省のホームページに

おいて公開しているリーフレット（生活を支えるための支援のご案内）を改めて周知

させていただいていたところですが、今般、別紙のとおり、ひとり親家庭への相談窓

口や、ひとり親家庭等の困りごとの内容に応じた活用可能な支援策、問い合わせ先等

を簡潔にまとめたリーフレットのサンプルを作成しました。 

 サンプルは、国による支援施策をまとめたものになっています。これに地域ごとに

電話番号などの追記をいただくとともに、各自治体における独自の支援施策で活用が

あれば併せて追記をしていただくなど、地域の状況に応じたカスタマイズをしていた

だいたうえで活用いただくことを想定しています。 

 別添１の１でお示ししているとおり、リーフレットは窓口に備え付けて配布するの

みならず、ひとり親家庭等へ郵送又は訪問配布する、ホームページやＳＮＳを活用し

て情報発信するなど、様々な方策が考えられます。また、別添１の２でお示ししてい

るとおり、こうした取組を実施するに当たって活用可能な国庫補助事業も用意されて

います。これらを活用いただき、ひとり親家庭等へ積極的に働きかけを行っていただ

きますようお願いいたします。 

 



ひとり親家庭の皆さまへ
新型コロナウイルス感染症の影響を受けお困りの

相談できる人がいない・・

ひとりでは家事や子育てに手が回らない・・

家計が大変！経済的支援があれば・・

就職したい！資格を取りたい！

○○市○○○○課

○○市役所○階（開庁時間 平日○時～○時）

TEL：00-0000-0000（受付時間 平日○時～○時）

FAX：00-0000-0000

E-ｍail：aaaaa@bbbbb.jp

電話・メール相談も受け付けています
フロアマップ

子育て
やＤＶ
の悩み

児童相談所
子育ての悩み、虐待の相談などについて、
お電話でご相談を受け付けます。

0570-783-189

① DV相談ナビ
② DV相談+（プラス）

DVの悩みに、相談員が親身に対応します。
① 最寄りの窓口
② 24時間の電話相談（SNS・メールも対応）

①0570-0-55210
※10/1以降は#8008
②0120-279-889

心の
健康

よりそいホットライン
どんなひとの、どんな悩みにもよりそって、
一緒に解決できる方法を探します。

0120-279-338

SNS等による相談
LINE, Twitter, FacebookなどのSNSや
電話を通じてお悩みの相談を受け付けます。

00-0000-0000

精神保健福祉センター
保健師・精神保健福祉士などの専門職が、
面接やお電話などで、心の健康に関する
お悩みの相談を受け付けます。

00-0000-0000

しごと

ハローワーク

仕事をお探しの方はお近くの①ハローワークや
②マザーズハローワークにご相談ください。求人
情報はハローワークインターネットサービスでも探
すことができます。

①00-0000-0000

②00-0000-0000

特別労働相談窓口
解雇・雇止め・休業手当などの労働相談に対応
しています。

00-0000-0000

ひとり親家庭全般に関する相談窓口はこちら

お困りごとの内容に応じた相談窓口はこちら



給
付
金

ひとり親
家庭の方

低所得のひとり親
世帯への臨時特別
給付金

【基本給付】
 1世帯当たり

５万円
 第2子以降、
1人につき

３万円

①児童扶養手当受給者 ※振込済

②年金受給のひとり親
③収入が児童扶養手当を受給している
方と同じ水準となったひとり親

都道府県
市町村

【追加給付】
 1世帯当たり

５万円

基本給付を受給した①、②の対象者の
うち、収入が減少した方
※自己申告 ※添付書類不要

都道府県
市町村

貸
付

生活資金
でお悩み
の方

緊急小口資金 最大20万円

当座の生活のための緊急かつ一時的な
生活費が必要な方
 据置期間：１年以内
 返済期間：２年以内

各市町村
社会福祉
協議会

総合支援資金
最大20万円
×３か月

生活再建までの一定期間の生活費が
必要な方
 据置期間：１年以内
 返済期間：10年以内

各市町村
社会福祉
協議会

住
ま
い

家賃で
お悩み
の方

住居確保給付金 家賃相当額
休業などに伴う収入減により、離職などと
同程度の状況に至り、住居を失うおそれ
が生じている方

市町村

住居で
お悩み
の方

公営住宅 ひとり親世帯は公営住宅の優先入居の対象世帯です。 市町村

母子生活支援施設 生活に困窮する母子家庭に住まいを提供する施設です。
都道府県
市町村

し
ご
と

休業した
労働者
の方

傷病手当金
標準報酬月額
（直近12か月平均）

の1/30×2/3

健康保険等の被保険者であって、療養
のため働くことができない方
※国民健康保険の被保険者も、市町村によって
は支給される場合あり

協会けんぽ・
健康保険
組合
※市町村

新型コロナウイルス感
染症対応休業支援金

休業前賃金の

80％
休業手当の支払いを受けることが
できなかった中小企業の労働者の方

コールセンター

0120-
221-276

企業の方

小学校休業等
対応助成金

賃金相当額

小学校などの臨時休業などにより仕事を
休まざるをえなくなった労働者の方に、
有給休暇を取得させた場合
※子どもの世話を行うために、契約した仕事が
できなくなった個人で仕事をする方には、
「小学校休業等対応支援金」を支給

コールセンター

0120-
60-3999

雇用調整助成金
休業手当などの

最大10/10の
助成率

労働者の方に休業手当などを支払う
場合

猶
予
な
ど

いまは、
納税や
支払いが
難しい方

税・国民健康保険
料などの免除・猶予

収入が減少した方は、税や国民健康保険料などの
免除や猶予が認められることがあります。

国税局
都道府県
市町村

国民年金保険料の
免除・納付猶予

収入が減少した方は、国民年金保険料の免除申請が
できます。

市町村
年金事務所

公共料金の
支払いの猶予

 上下水道：市町村
 電気・ガス・電話料金：契約されている事業者
 NHK受信料：○○放送局 00-0000-0000

ひとり親家庭の皆さまにご活用いただける支援の一覧

ひとり親家庭の皆さまへ
新型コロナウイルス感染症の影響を受けお困りの

※償還免除の
特例あり

※償還免除の
特例あり


